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要       約 

本系群の資源状態について、沖合底びき網の資源密度指数に基づいて評価した。漁獲量

は、1980 年前後に 100 百トン前後であったが、1980 年代半ばから大きく減少し、1990 年

には 46 百トンとなった。その後増加に転じたものの、1990 年代半ばから再び緩やかに減

少し、2018 年は 1975 年以降の最低の 2,067 トンとなった。資源密度指数（kg/網）は 1977
年の 87.5 をピークに減少し、1986 年に 25.7 となった後増加して、1997 年には 51.5 となっ

た。その後は増減を繰り返しながら緩やかに減少していたが、2014 年以降増加傾向となり、

2018 年は 40.4 となった。資源密度指数を資源量指標値として、資源水準は中位、過去 5
年間の推移から動向は増加と判断した。資源水準および資源量指標値の変動傾向に合わせ

た漁獲を行うことを管理方策とし、ABC 算定規則 2-1)に基づき 2020 年 ABC を算定した。 

管理基準 
Target/ 
Limit 

2020 年 ABC 
（百トン）

漁獲割合

（%） 
F 値 

0.9･Cave3-yr･1.08 
Target 17 － －

Limit 21 － －

Limit は、管理基準の下で許容される最大レベルの漁獲量である。Target は、資源変動の可

能性やデータ誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、管理基準の下で資源の回復が期待

される漁獲量である。ABCtarget =α ABClimit とし、係数 α には標準値 0.8 を用いた。Cave3-
yr は過去 3 年間（2016～2018 年）における平均漁獲量である。 

ニギス日本海系群－1－



年 
資源量 親魚量 漁獲量 

F 値 漁獲割合 
（百トン） （百トン） （百トン） 

2014 － － 24 － － 
2015 － － 25 － － 
2016 － － 23 － － 
2017 － － 22 － － 
2018 － － 21 － － 

年は暦年、2018 年の漁獲量は暫定値。 
 
水準：中位  動向：増加 
 
本件資源評価に使用したデータセットは以下のとおり 

データセット 基礎情報、関連調査等 
年別漁獲量 沖合底びき網漁業漁獲成績報告書（水産庁） 

漁業・養殖業生産統計年報（農林水産省） 

府県別漁獲量（青森～島根（11）県） 
資源量指標値 
・資源密度指数 
・CPUE 

 
沖合底びき網漁業漁獲成績報告書（水産庁） 
小型底びき網漁業漁獲成績報告書（新潟県、

石川県、島根県） 
漁獲努力量  
・有効漁獲努力量 

 
沖合底びき網漁業漁獲成績報告書（水産庁） 

 

1．まえがき 

ニギスは底層性の魚類であり、日本海においては青森県から島根県に至る沿岸で主に

底びき網によって漁獲されている。日本海における漁獲は、我が国の漁獲量の 7～8 割を

占める。 
漁業・養殖業生産統計年報の集計単位「にぎす類」には、ニギス以外にカゴシマニギス

等の漁獲量も含まれるが、日本海沿岸（青森県から島根県）における漁獲の大部分はニギ

スが占めるため、以下ではニギスの漁獲量として取り扱った。 
 
2．生態 

（1）分布・回遊 
本系群は水深 60～200 m の砂泥底および岩礁帯に分布する（図 1、石川県水産試験場 

1973、兵庫県但馬水産事務所試験研究室 2000、石川県水産総合センター 2000）。0 歳魚

は水深 60～80 m に分布し、成長に伴い分布水深が深くなる傾向がある。水深 150 m を中

心とした水深 130～170 m の範囲では複数の年齢群が重複して分布する（兵庫県但馬水産

事務所試験研究室 2000、石川県水産総合センター 2000）。 
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（2）年齢・成長 
日本海で採集されたニギスの年齢-体長関係に海域差はほとんどなく、満 1 歳で体長約

12 cm、満 2 歳で約 16 cm、満 3 歳で約 18 cm、満 4 歳で約 20 cm、満 5 歳で約 22 cm に成

長する（兵庫県但馬水産事務所試験研究室 2000、石川県水産総合センター 2000）。図 3
には石川県沖で採集された個体に基づく年齢別の体長・体重を示した（石川県水産総合セ

ンター 2000）。本系群は後述するように産卵の盛期が春と秋にあるが、いずれの季節発生

群もほぼ同様の成長を示し、最大で 5～6 歳まで生存することが報告されている。ただし、

5 歳以上の採集例は少ない（尾形・伊東 1979、兵庫県但馬水産事務所試験研究室 2000、
石川県水産総合センター 2000）。 

 
（3）成熟・産卵 

本種は年間を通じて産卵し、産卵の盛期は春と秋である（三尾 1969、尾形・伊東 1979、
南ほか 1988、兵庫県但馬水産事務所試験研究室 2000、石川県水産総合センター 2000、
原田ほか 2007）。産卵周期は親魚の発生群にかかわらず概ね半年に 1 回であり、同一個体

が複数の産卵期に産卵すると考えられている（兵庫県但馬水産事務所試験研究室 2000、
石川県水産総合センター 2000、廣瀨・南 2002）。このように、前項の成長も含めて 2 つ

の季節発生群に生態的な違いが認められないことから、本評価ではまとめて 1 系群として

扱った。 
石川県沖・山陰沖では一部の個体が満 1 歳から産卵を開始する。うち石川県沖では 1.5

歳までに多くの個体が成熟するとされ（石川県水産総合センター 2000）、山陰沖では満 3
歳までに全ての個体の成熟が完了することが知られている（兵庫県但馬水産事務所試験研

究室 2000）。同様に、新潟県沖でも 1.5 歳（雄 13 cm 前後、雌 14 cm 前後）までに半数の

個体が成熟する（廣瀨・南 2002）。 
 

（4）被捕食関係 
ニギスはツノナシオキアミ、ニホンウミノミ、カイアシ類などの浮遊性小型甲殻類およ

びキュウリエソを主な餌料としている。特にツノナシオキアミは本種の全生活史を通じて

依存度が高く、重要な餌生物となっている（渡辺 1956、兵庫県但馬水産事務所試験研究室 
2000、石川県水産総合センター 2000、原田ほか 2007）。ニギスを捕食する魚類としては、

ヒラメ、ソウハチ、ムシガレイ、アカムツ、マダラ、アブラツノザメ等が報告されている

（渡辺 1956、兵庫県但馬水産事務所試験研究室 2000）。 
 

3．漁業の状況 

（1）漁業の概要 
日本海において、ニギスは主に沖合底びき網（以下、沖底とする）および小型底びき網

（以下、小底とする）によって漁獲される。日本海のニギス漁獲量の約 90%は、石川県、

島根県、新潟県、兵庫県、京都府の 5 府県が占める（2018 年暫定値）。沖底と小底の漁獲

比率は府県によって異なり、新潟県は小底主体、石川県・京都府は沖底：小底が約 3：2～
3：1、兵庫県は沖底のみ、島根県では沖底（2 そうびきを含む）：小底が 1：6 となってい

る。本種は日本海では局所的な小漁場で漁獲されることが特徴であり、主漁場として新潟
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県上越沖、石川県富来沖、福井県三国沖、京都府経ヶ岬沖、島根県隠岐諸島周辺、山口県

見島周辺などが挙げられる（図 2、補足資料 3）。 
 

（2）漁獲量の推移 
日本海におけるニギス漁獲量は、1975～1983 年は 100 百トン前後で推移したが、1984

年から大きく減少して 1990 年には 46 百トンとなった（図 4、表 1）。1991 年以降は一度

増加に転じたものの、1994 年に 66 百トンに達したのち再び減少した。2002 年以降は緩や

かな減少が続き、2018 年は 1975 年以降の最低となる 2,067 トンであった。 
本系群の漁獲量の約 50%を占める 1 そうびき沖底の漁獲量も、日本海全域の漁獲量とほ

ぼ同様の変動を示している（図 4、表 2）。1977～1983 年は 40 百～50 百トンを維持して

いたが、1984 年に急減し、1985 年には 25 百トンまで減少した。その後はわずかに増減し

ながら（1988 年と 1994 年に 30 百トン超）も、全漁業の漁獲量と並行して緩やかな減少傾

向が長く続いた。ただし、2017 年からはわずかながらも増加に転じており、2018 年は 1,088
トンであった。 
 
（3）漁獲努力量 

1 そうびき沖底の有効漁獲努力量（補足資料 2）は、1975 年の 90 千網から増加し、1984
年には過去最高の 133 千網に達した。1987～2001 年にかけて 81 千～106 千網の間で推移

したのち、2002 年以降は増減を繰り返しつつ減少し続け、2017 年は 1975 年以降最低の 35
千網であった。2018 年は前年よりやや増加し、39,992 網となった。（図 5、表 2）。  
 

4．資源の状態 

（1）資源評価の方法 
本系群では、ニギスを漁獲対象とする漁船隻数が減少するとともに漁場も縮小している。

有漁漁区数は、1975 年から 2002 年まで概ね 700 以上で推移したが、2000 年台前半に急落

した以降は 500 前後で推移している（図 6、表 2）。このため、有漁漁区数を考慮しない資

源量指数は資源量の指標値になっていない可能性がある。そこで、本系群では日本海全域

における 1 そうびき沖底による資源密度指数を資源量指標値として用い、資源水準と動向

の判断をした（補足資料 1、2）。 
 

（2）資源量指標値の推移 
1 そうびき沖底の資源密度指数（kg/網）は 1977 年の 87.5 をピークに減少し、1986 年に

25.7 となった後増加して、1997 年には 51.5 となった（図 7、表 2）。その後は増減を繰り

返しながら緩やかに減少していたが、2014 年以降増加傾向となった。2018 年は前年から大

きく増加し、40.4 であった。 
 

（3）資源の水準・動向 
資源水準は、1 そうびき沖底の資源密度指数（kg/網）の 0 と 90（1975 年以降の最高値の

近傍）の間を三等分し、60 以上を高位、30 以上 60 未満を中位、30 未満を低位とした（図

7）。2018 年の資源密度指数は 40.4 であり、資源水準は中位と判断した。 
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資源の動向は直近 5 年間（2014～2018 年）の沖底の資源密度指数（図 7）の推移から、

増加と判断した。 
 
5．2020 年 ABC の算定 
（1）資源評価のまとめ 

資源量指標値（資源密度指数）の値および直近 5 年間（2014～2018 年）の推移により資

源状態を判断した。2018 年における本系群の資源水準は中位、動向は増加であった。しか

し、資源密度指数は 1997 年以降緩やかに減少しており、長期的には減少傾向にある。し

たがって、資源の長期的な利用のためには、資源水準および資源量指標値の変動傾向に即

した漁獲を行うことが望ましい。 
 
（2）ABC の算定 

資源水準および資源量指標値の変動傾向に合わせた漁獲を行うことを管理方策とした。

漁獲量と資源量指標値が使用できることから、令和元年度 ABC 算定のための基本規則 2-
1)を適用し、下式により ABC を算定した。 

 
ABClimit = δ1 × Ct × γ1 
ABCtarget = ABClimit × α 
γ1 = 1 + k (b/I) 

 
本系群に適用した資源水準の定義では、資源密度指数の最高値と最低値の間を三等分

して上から高位、中位、低位と定義する場合に比べて低位水準の幅が狭くなるため、その

場合の中位水準における δ1 の推奨値 0.9 を用いた。Ct は 2016～2018 年における平均漁獲

量（Cave3-yr）である 2,192 トンとした。γ1 は資源密度指数の変動から算出した。このと

き、係数 k は標準値である 1.0、b は資源量指標値である資源密度指数の 2016～2018 年の

傾きである 2.82、I は同様に資源密度指数の 2016～2018 年の平均値である 36.17 とした。

その結果から、γ1 は 1.08 となった。また、安全率 α は標準値の 0.8 とした。 
 

管理基準 
Target/ 
Limit 

2020 年 ABC 
（百トン） 

漁獲割合 
（%） 

F 値 

0.9･Cave3-yr･1.08 
Target 17 － － 
Limit 21 － － 

Limit は、管理基準の下で許容される最大レベルの漁獲量である。Target は、資源変動の可

能性やデータ誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、管理基準の下で資源の回復が期待

される漁獲量である。ABCtarget =α ABClimit とし、係数 α には標準値 0.8 を用いた。Cave3-
yr は過去 3 年間（2016～2018 年）における平均漁獲量である。 
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（3）ABC の再評価 
昨年度評価以降追加 
されたデータセット 

修正・更新された数値 

2017 年漁獲量確定値 2017 年漁獲量の確定 

2018 年漁獲量暫定値 2018 年漁獲量の追加 

2018 年資源密度指数・有効漁獲努

力量 
2018 年 1 そうびき沖底の資源密度指数・有効漁獲

努力量の追加 
 

評価対象年 
（当初・再評価） 

管理基準 資源量 
ABClimit 

（百トン） 
ABCtarget 
（百トン） 

漁獲量 
（百トン） 

2018 年（当初） 0.9･Cave3-yr･1.06 － 23 18  
2018 年（2018 年再評価） 0.9･Cave3-yr･1.06 － 23 18  
2018 年（2019 年再評価） 0.9･Cave3-yr･1.06 － 23 18 21 
2019 年（当初） 0.9･Cave3-yr･0.99 － 21 17  
2019 年（2019 年再評価） 0.9･Cave3-yr･0.99 － 21 17  

2019 年再評価において、2017 年漁獲量が確定値に更新されたが、ABC には影響しなか

った。 
 

6．ABC 以外の管理方策の提言 

底びき網漁業はその漁法の性質上、混獲が少なくない。特にニギス狙いではない操業

においては、鮮度低下が早いことや商品価値が低いことなどが理由となって、ニギスが混

獲されても水揚げ対象とならず投棄されている実態がある（兵庫県但馬水産事務所試験研

究室 2000、石川県水産総合センター 2000）。そのため、宮嶋・山﨑（2017）のようにニ

ギスの混獲自体を軽減する漁具や、石原（2006）や濵上（2008）などのような鮮度保持技

術を推進・普及することが必要である。 
また、ニギスを狙った操業においては小型魚の混獲も問題となっている。しかし、本種

は様々なサイズが同時に入網することが多いため、単純な網目拡大では商品サイズの目刺

しが避けられず、根本的な問題解決にならないことが指摘されている（若林ほか 1994、石

川県水産総合センター 2000）。したがって、本種のサイズ別の獲り分けの可能性を検討す

るとともに、混獲による若齢資源への影響を把握することが小型魚保護に当たって重要で

ある。 
なお、本系群の資源量指標値は漁場によって異なる変動を示している（補足資料 3）。

日本海中部では 1970 年代より長期的に資源密度指数が増加しているのに対し、日本海西

部では減少〜横ばいの傾向が続いている。一方で、利用可能なデータは少ないものの、日

本海北部では直近 2 年において CPUE の減少傾向が見られる。このように本系群の資源状

況は漁場ごとに異なっていると推察されることから、各漁場の年齢組成などの資源特性を

明らかにするとともに、適切な管理方策を漁場ごとに検討することも必要であると考えら

れる。 
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          図 1. 日本海におけるニギスの分布  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図 2. 日本海におけるニギス主漁場の模式図 
         海域を明確に示すことのできない漁場は点線で表現した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           図 3. 日本海におけるニギスの成長 
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    図 4. ニギス日本海系群の府県別漁獲量（棒グラフ）および 
       1 そうびき沖底による漁獲量（折れ線）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5. 1 そうびき沖底の有効漁獲努力量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6. 1 そうびき沖底のニギス有漁漁区数の推移  
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図 7. 1 そうびき沖底の資源密度指数の推移 
   破線は資源密度指数の最高値（87.5）の近傍（90）を 
   目安として三等分した値（30 および 60）であり、 
   それぞれ中位の資源水準の上限および下限を示す。 
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表 1. 日本海におけるニギス漁獲量（トン） 

 

漁業・養殖業生産統計年報より（一部に府県調べの値を含む）。2018 年は暫定値。 
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表 2. 日本海における 1 そうびき沖底の漁獲量、有効漁獲努力量、有漁漁区数および資源

密度指数 

 

ニギス日本海系群－12－





補足資料 2 沖底漁獲成績報告書を用いた資源量指標値の算出方法 

 
沖底漁獲成績報告書では、月別漁区（10 分枡目）別の漁獲量と曳網数が集計されている。

これらより、月 i 漁区 j における CPUE（U）は次式で表される。   

    

上式で C は漁獲量を、X は努力量（曳網数）をそれぞれ示す。 
集計単位（月かつ小海区）における資源量指数（P）は CPUE の合計として、次式で表さ

れる。          

    

集計単位における有効漁獲努力量（X’）と漁獲量（C）、資源量指数（P）の関係は次式で

表される。         

    すなわち  

上式で J は有漁漁区数であり、年ごとに集計した資源量指数（P）を同じく年集計した有

漁漁区数（J）で除したものが年ごとの資源密度指数（D）である。本系群では資源密度指

数を資源量指標値として用いた。 

    

 本系群では、努力量として有漁漁区における曳網数を合計した値を用いている。資源が

極めて少ない場合（分布域なのに対象種の漁獲のない操業がある場合）、有漁漁区を用いる

と、CPUE が過大推定される可能性がある等の問題がある。しかし、沖底の対象種では、

10 分枡目の漁区内に均一に分布していないことがほとんどであり、ある魚種に対する狙い

操業下では、同漁区内に分布する他の魚種に対し全く努力が掛からないことが起こり得る。

この場合、操業された全漁区の努力量を用いると、他の魚種の CPUE は過小推定になる。

沖底が複数の魚種を対象にしていることからも、有漁漁区を用いたほうが、対象種に掛か

る努力量として妥当であると考える。
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補足資料 3 漁場別の資源動向 

 
本系群の資源評価では、本系群の約 50%を漁獲している 1 そうびき沖合底びき網漁業

（以下沖底）の資源量指標値に基づいて資源の動向と水準を判断している。また、漁場ご

との資源量指標値の動向が異なる可能性が指摘されていたことから（兵庫県但馬水産事務

所試験研究室 2000、廣瀬 2005）、沖底のデータを北部・西部海域に分けた場合の資源量指

標値の動向も複数年にわたりモニタリングしてきた（吉川ほか 2018、補足資料 3 を参照）。

しかしながら、沖底は本系群の重要漁場の一つである新潟沖（全漁獲量の約 10～20%）で

はほとんどニギスを漁獲しておらず、長らく新潟沖の資源動向が把握されていなかった。

また、2015 年頃より若狭沖でニギスの漁場が形成されはじめたことで、これまで取り扱っ

てきた北部・西部海域という区分と実際の漁場との間に不一致が生じていた。 
そこで、本項では近年の漁場に即した資源量指標値を得ることを目的に、まず漁場ごと

の操業府県や漁法の情報を再度整理した。これらの情報に基づき、漁場別の沖底の資源密

度指数と小型底びき網漁業（以下小底）の CPUE を算出し、漁場ごとの資源動向の判断と

比較を行った。 
まず、本系群の漁場の模式図を補足図 3-1 に、漁場別の漁獲量と漁業の情報を補足表 3-

1 にまとめた。データの出典や漁獲量の算出方法については本項の末尾（注 1）を参照され

たい。ニギスは日本海において、新潟県上越沖、石川県富来沖、福井県三国沖、京都府経

ヶ岬沖、島根県隠岐諸島周辺、山口県見島周辺などの局所的な小漁場で漁獲されており（補

足図 3-1）、これらは日本海北部（新潟沖）、中部（能登沖～若狭沖）、西部（但馬沖～浜田

沖）の 3 つに大きくまとめることができる。3 漁場の主な操業府県の漁獲量（属人統計）

から、各漁場の漁獲シェアを概算すると、それぞれ 16%、48%、34%（2018 年）となり、

本系群の 99%はこの 3 漁場で漁獲されていることがわかる（補足表 3-1）。 
次に漁場別の漁法を整理すると、新潟沖に相当する日本海北部では、前述の通り沖底に

よる漁獲はほとんどなく、約 90%が小底により漁獲されている。一方、日本海北部以外で

は沖底の比率が高く、日本海中部では沖底・小底がそれぞれ約 70%・30%、日本海西部で

は約 60%・40%となっている。したがって、本系群の各漁場における資源量指標値の算出

には、北部は新潟県小底の漁業成績報告書（以下漁績）、中部は能登沖～若狭沖の沖底漁績

（参考として石川県小底の漁績）、西部は但馬沖～浜田沖の沖底漁績と島根県の小底漁績

の併用が、それぞれ適切であると考えられた（補足表 3-1）。 
上述の漁績に基づいた漁場別の資源密度指数・CPUE の経年変化を補足図 3-2 に示す。

沖底漁績については、補足資料 2 に基づき各年の小海区別の資源密度指数（kg/網）を計算

した。一方、小底漁績については漁区や網数が記載されていないレコードが少なからずあ

ったため、努力量を年間の延べ出漁隻数（隻・日）とし、漁績の年間漁獲量をこれで除す

ることによって各年の CPUE（kg/隻・日）を算出した。 
 

日本海北部 新潟県小底（補足図 3-2、3-3、上段）では、データが得られた 2010 年以降の

CPUE は 36～56 kg/隻・日で推移しており、漁獲量も 350 トン前後と小底としては比較的

高い水準にあった。ただし、2016 年から 2018 年にかけては CPUE が急激に減少しており、

新潟県の漁獲量も 1975 年以降の過去最低値を記録したことから（本文表 1）、操業状況の
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変化や漁獲物年齢組成などに基づき、より詳細な資源状態をすみやかに把握することが必

要である。 
日本海中部 能登沖～若狭沖で操業した沖底（補足図 3-2、3-3、2 段目）は、加賀沖は 5～
10 年周期の増減を繰り返しながらも資源密度指数は長期的に増加、若狭沖も 2015 年頃よ

り増加している。能登沖は 2005 年から 2006 年にかけて急落しているが、これは富山県籍

の沖底船が廃船となったためである。参考までに能登沖・加賀沖で操業している石川県小

底漁績の CPUE を補足図 3-2 および 3-3 の 3 段目に示した。2010 年以前のデータは部分的

であるため長期的傾向は不明瞭であるが、沖底と共通して 2013 年に一度落ち込んだ後は

増加している。以上より、日本海中部での資源の状態は安定していると考えられた。 

日本海西部 但馬沖～浜田沖における沖底のデータ（補足図 3-2、3-3、4 段目）では、各海

域とも資源密度指数は長期的には減少傾向にある。ただし、これは必ずしも資源の悪化を

示すものではなく、ニギス狙いの操業が少なくなったことも原因の一つである（本文図 4）。
直近 5 年程度では、ほぼ横ばいであった。同じく、島根県小底（補足図 3-2、3-3、最下段）

でも 1994 年以降続いた減少傾向が、直近では横ばいとなりつつある。また、島根県の小底

漁業者からの聞き取り情報では、近年資源状態が悪いという実感はないとのことである。

以上のことから日本海西部の資源状態は横ばいと判断した。 
 
本項では、現在利用されている漁場における資源量指標値を再精査し、それぞれの漁場

の資源動向が相互に異なることが明らかとなった。特に 2018 年の本系群の水準と動向は

「中位・増加」であったが、これは沖底漁獲量の大部分を占める日本海中部の状況を強く

反映したもので、沖底が操業していない海域では異なる状況であったことに留意するべき

である。 
また、本系群の資源動向と水準の判断に用いている沖底全体の資源密度指数（本文図 7）

は比較的安定して推移している一方で、漁場ごとに見た CPUE はどの漁場でも短期的に大

きく変動している（補足図 3-2）。すなわち、系群全体の資源水準や動向にかかわらず、漁

場それぞれの資源状態は急激に変化する可能性があり、各漁場の直近の漁獲状況をモニタ

リングすることも重要である。今後もデータの蓄積と資源構造の把握を進め、海域ごとに

異なる管理方策を検討することが本系群の課題である。 
 

（注 1）漁場分布と属人統計の関係は沖底・小底の漁獲成績報告書（以下漁績）の操業

漁区のほか、新潟県・石川県・兵庫県・島根県の漁業者からの聞き取り情報に基づいた。

県別・漁業別の漁獲量は漁業・養殖業生産統計年報（農林水産省・属地統計）より引用し、

これをもとに漁場別漁獲量、漁獲比率、および沖底・小底の漁獲比率を概算した。 
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補足表 3-1. ニギス日本海系群の各漁場における操業府県と府県別・漁法別漁獲量 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     補足図 3-1. 日本海におけるニギス漁場と操業海域の模式図 
           海域を明確に示すことのできない漁場は点線で表現した。 
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補足図 3-2. ニギス日本海系群の各漁場における資源量指標値の経年変化 資源量指標値

は、沖底では資源密度指数（kg/網）、小底は CPUE（kg/隻・日）である。  
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補足図 3-3. ニギス日本海系群の各漁場における漁獲量の経年変化 漁獲量は漁績におけ

る報告値のため、府県別漁獲量とは一致しない。 
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